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１．はじめに

印南町では、開かれた町政・住民目線に立ったまちづくりを推進するため、さまざ

まな行政の取組みの「見える化」を進めています。「見える化」によって、町民のみ

な様に町政への関心を持っていただくとともに、ご理解を深めていただき、住民サー

ビスの向上につなげていきたいと考えています。

さて、平成２７年１月に総務大臣通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進

について」が発せられました。「地方公会計の整備」については、これまでも行政改

革の推進の中で個々の自治体によって進められてきましたが、この総務大臣通知に

よって全ての自治体が統一的な基準により財務書類を作成し、行政運営等において積

極的に活用することが強く求められることになりました。

印南町においては、平成２３年度決算以降、地方公会計による財務書類を作成し、

町ホームページ等において公表を行ってきたところですが、上記の総務大臣通知によ

り平成２８年度決算からは統一的な基準による財務書類を作成することとし、今回こ

れを公表します。

財務書類は、現状の自治体会計では計上されない、あるいは把握が難しい財政情報

である資産（土地・建物・現預金等）と負債（町債等）の関連や、減価償却費などの

コスト情報を明らかにするため、企業会計の手法を用いて作成します。これによって、

印南町の財政状況や課題を明らかにし、健全な財政運営等に努めます。
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２．財務書類４表について

財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書

の４つの表からなり、それぞれの表には相関関係があります。

◆ 貸借対照表（ＢＳ）

貸借対照表は、印南町が住民サービスを提供するために保有している資産と、その

資産がどのような財源（負債・純資産）によって賄われてきたかを対照表示した一覧

表になります。

◆ 行政コスト計算書（ＰＬ）

行政コスト計算書は、印南町の１年間の行政活動のうち、福祉サービスやごみの収

集といった資産形成につながらない行政サービスに係る経費と、その対価として得ら

れた財源（使用料・手数料等）を対比させた計算書になります。

◆ 純資産変動計算書（ＮＷ）

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産」に計上されている金額が、１年間で

どのように変動したかを表している計算書になります。

◆ 資金収支計算書（ＣＦ）

資金収支計算書は、印南町の資金の出入の情報を、性質の異なる３つの区分に分け

て表示した計算書になります。

-  2  -



３．対象とする会計の範囲

◆ 一般会計等

印南町における一般会計等は、一般会計・滝ノ岡専用水道事業特別会計・同和対策

新築家屋貸付金特別会計の３つの会計を対象としています。

◆ 全体会計

全体会計については、一般会計等と、国民健康保険事業特別会計他３つの特別会計

及び水道事業会計（公営企業会計）を対象としています。

◆ 連結会計

連結会計については、全体会計に加えて、御坊市外五ヶ町病院経営事務組合他６つ

の一部事務組合を総合したものとなります。

一般会計・滝ノ岡専用水道事業特別会計
同和対策新築家屋貸付金特別会計

国民健康保険事業特別会計・後期高齢医療特別会計
介護保険事業特別会計・農業集落排水事業特別会計

水道事業会計

御坊市外五ヶ町病院経営事務組合・御坊広域行政事務組合
日高広域消防事務組合・御坊日高老人福祉施設事務組合

和歌山県市町村総合事務組合・和歌山県後期高齢者医療広域連合
和歌山地方税回収機構

一般会計等（普通会計）：３会計

全体会計：８会計

連結会計：１５会計
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４．財務書類分析の指標

これまでに形成した資産が、歳入の何年分に相当するかを表します。この比率が高

いほど社会資本整備が進んでいることが分かります。平均的な数値ではあるものの、

昨年度に比べて業務収入が減少したことにより前年度と比較して＋0.9年となりました。

《算出方法》

【BS】資産合計 ÷【CF】（業務・臨時・投資活動・財務活動収入＋前年度末資金残高）

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

資 産 合 計 32,450,239 32,792,875

歳 入 合 計 6,439,730 5,578,895

歳入額対資産比率 5.0年 5.9年

（１）歳入額対資産比率

（２）資産老朽化比率

（単位：千円）

固定資産の耐用年数に対する、取得からの経過期間の割合です。この比率が高いほ

ど施設の老朽化が進んでいることが分かります。経年劣化により減価償却累計額が増

加し、前年度と比較して＋1.0％となりました。平均値である35％～50％を上回って

いるため、平均より若干老朽化が進んでいると言えます。

《算出方法》

【BS】建物・工作物・建物減価償却累計額 ÷【BS】建物・工作物・物品

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

減価償却累計額 22,355,817 23,156,938 23,897,799

償却資産取得額 41,648,786 43,532,592 44,093,149

資産老朽化比率 53.7％ 53.2％ 54.2％

（単位：千円）

※平成27年度は、開始貸借対照表による。
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４．財務書類分析の指標

資産全体のうち返済義務のない資産（純資産）の割合を表します。この比率が高い

ほど財政状況が健全で、将来世代への負担が少ないことが分かります。平均的な値は、

60％～70％となっているため、印南町は将来世代への負担が少ないと言えます。

《算出方法》

【BS】純資産合計 ÷【BS】資産合計

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

純資産合計 24,214,694 24,345,235 24,732,665

資産合計 31,663,688 32,450,239 32,792,875

純資産比率 76.5％ 75.0％ 75.4％

（３）純資産比率

（４）社会資本等形成の将来世代負担比率

（単位：千円）

社会資本の整備に対する、財源としての地方債のしめる割合を表します。この比率

が低いほど将来世代への負担が少ないことが分かります。平均的な値は、15％～40％

となっているため、印南町は平均的であると言えます。

《算出方法》

【BS】（地方債＋１年以内償還予定地方債）÷【BS】有形固定資産

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

地方債合計 6,382,678 7,089,035 7,106,613

有形固定資産額 25,208,666 25,885,326 25,863,146

将来世代負担比率 25.3％ 27.4％ 27.5％

（単位：千円）

※平成27年度は、開始貸借対照表による。

※平成27年度は、開始貸借対照表による。
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４．財務書類分析の指標

町債の償還額を除いた歳出と、町債の発行額を除いた歳入のバランスを見る指標で

す。必要な経費が借金に頼らず、税収等で賄われているかが分かります。この値がプ

ラスであれば、より持続可能性が高い財政構造であると言えます。

《算出方法》

【CF】業務活動収支＋支払利息支出＋投資活動収支

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

業務活動収支 570,287 552,010

支払利息支出 54,542 50,861

投資活動収支 △1,326,319 △543,344

基礎的財政収支 △701,490 59,527

（５）基礎的財政収支（ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ）

（６）債務償還可能年数

（単位：千円）

町の実質的な債務を、経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できる

かを表します。借金の多寡や債務返済能力が分かります。平均な値は、3.0年～9.0年

であるため、印南町は比較的良好であると言えます。

《算出方法》

【BS】（負債－充当可能基金残高）÷【CF】業務活動収支

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

負 債 8,105,004 8,060,210

充当可能基金残高 6,270,923 6,585,497

業務活動収支 570,287 552,010

償還可能年数 3.2年 2.7年

（単位：千円）
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４．財務書類分析の指標

税収等の一般財源に対する、経常的な行政コストのしめる割合です。当年度の税収等がど

れだけ資産形成を伴わない経費に賄われたかを表します。平均な値は90％～110％程度で、

100％に近づくほど資産形成の余裕度が低く、100％を上回ると過去から蓄積した資産が取り崩

されたことを表します。印南町は88.1％となっており、平均的かつ良好であると言えます。

《算出方法》

【PL】純経常行政コスト ÷【NW】財源

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

純経常行政コスト 4,129,116 3,856,764

財 源 4,370,687 4,377,402

行政コスト対税収等比率 94.5％ 88.1％

（７）行政コスト対税収等比率

（８）受益者負担割合

（単位：千円）

行政サービスに対する受益者の負担割合を表します。各自治体の受益者負担の特徴

を把握することができます。平均な値は、2.0％～8.0％となっているため、印南町は

平均的であると言えます。

《算出方法》

【PL】経常収益÷【PL】経常費用

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

経 常 収 益 195,502 280,047

経 常 費 用 4,324,618 4,136,810

受益者負担割合 4.5％ 6.8％

（単位：千円）
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４．財務書類分析の指標

財務書類の各数値は、市町村の人口規模等により単純な他団体との比較は困難です

が、各数値を町民一人あたりで算出することにより、他団体との単純比較が可能とな

ります。

《算出方法》

財務書類の各数値 ÷ 8,395人（平成30年1月1日現在 住民基本台帳人口）

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

資 産 額 3,671 3,808 3,906

負 債 額 864 951 960

地方債額 740 832 847

（９）町民一人当たりの数値

（単位：千円）◆貸借対照表【BS】

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

人 件 費 68 68

物件費等 196 194

その他の業務費用 8 8

移転費用 236 223

経常収益 23 33

純経常行政コスト 485 459

（単位：千円）◆行政コスト計算書【PL】

※平成27年度は、開始貸借対照表による。
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４．財務書類分析の指標

（１０）まとめ

平成２９年度決算の印南町財務書類に基づく、個々の指標については、前項まで紹

介してきた通りです。当町において、平成２８年度決算より統一的な基準による財務

書類の作成を開始しており、本年度で２年目となります。開始貸借対照表により比較

していた昨年度に比べより詳細な比較が可能となりました。

まず、(２)資産老朽化比率については、平成２９年度は前年度より1.0％増の

54.2％となりました。昨年度は、役場新庁舎の完成により資産老朽化比率が微減した

ものの、平成２９年度では保有している資産の老朽化により微増となりました。

一方で、(３)純資産比率は、平成２８年度から0.4％増の75.4％となりました。平

成２９年度では、学校施設の空調整備等を目的として基金への積立をおこなったこと

により純資産比率が微増となりました。

また、(４)社会資本等形成の将来世代負担比率については、前年度から0.1％増の

27.5％となっています。印南町体育センター空調整備事業等により地方債残高が増加

したため、負担率が微増となっています。

さらに(５)プライマリーバランスが5,953万円となっており、新庁舎建設事業が終

了したことに伴い、歳入に占める町債の割合が小さくなり、プラスへと転じました。

このように平成２９年度は約５５年ぶりとなる役場の新庁舎建設事業が終了し、平

常モードへと移行されたことが財務書類の各指標にも表れています。

統一的な基準による財務書類の作成が本年度で２年目となり、前年度との比較がよ

り詳細なものとなりました。今後は、他の自治体との比較も行い、統一的な基準によ

る財務書類の、より一層の「見える化」に取り組むとともに、持続可能な財政運営に

努めます。
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